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平成１９年度 一般会計決算見込について

１ 総 括

・歳入総額、歳出総額ともに７年連続の減少となった。

・実質収支は、６２億円を確保したものの、前年度（６９億円の黒字）を７億円下回り、単年度

収支は赤字となった。（平成１７年度以来２年ぶり。）

２ 歳 入

歳入総額は、７，７４８億円で前年度（７，８８３億円）に比べ１３５億円（１．７％）の減

となった。（平成１３年度以降７年連続の減）

(1) 県税収入
・ ２，６３６億円で前年度（２，２５４億円）に比べ３８２億円（１６．９％）の増となっ

た。（平成３年度の2,454億円を上回り過去最高）

・ これは、税制改正（所得税からの税源移譲等）の影響により個人県民税の所得割が大きく

増加したことや、機械金属などを中心とした製造業の業績が引き続き好調であったことから

法人事業税が増となったことなどが主な要因である。

・ なお、徴収率は９６．９％で、前年度を０．１ポイント上回る結果となったものの、滞納

額は７６億円となり、前年度（６９億円）に比べ、７億円の増となった。

【増の主なもの】

法 人 事 業 税 9.4％ 61億円（ 644 → 705億円）

個 人 県 民 税 80.2％ 318億円（ 396 → 714億円）

法 人 県 民 税 9.3％ 11億円（ 123 → 134億円）

(2) 地方譲与税
・ ４６億円で前年度（４００億円）に比べ３５４億円（８８．６％）の減となった。

・ これは、平成18年度において、三位一体改革に伴う所得税から個人住民税への税源移譲額

全額が所得譲与税として暫定措置されていたものが解消されたことによるものである。

(3) 地方交付税
・ １，６６０億円で前年度（１，８１７億円）に比べ１５７億円（８．７％）の減となった。

普 通 交 付 税 ▲ 8.6％ ▲154億円（ 1,794 → 1,640億円）

(4) 国庫支出金
・ ８１４億円で前年度（９２８億円）に比べ１１４億円(１２．２％)の減となった。

・ これは、土木施設災害復旧費負担金の減や道路橋りょう費補助金の減など投資的経費に充

当される国庫補助金の減などによるものである。

【増の主なもの】

参議院議員選挙費委託金 皆増 9億円（ 0 → 9億円）

【減の主なもの】

土木施設災害復旧費負担金 ▲61.0％ ▲ 35億円（ 58 → 23億円）

道路橋りょう費補助金 ▲27.2％ ▲ 26億円（ 97 → 71億円）

障害者自立支援対策臨時特例交付金 皆減 ▲ 16億円（ 16 → 0億円）
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(5) 繰入金
・ ２８２億円で前年度（２５億円）に比べ２５７億円(１，０３３．９％)の増となった。

・ これは、県債管理基金繰入金、県有施設整備基金繰入金の増などによるものである。

【増の主なもの】

県債管理基金繰入金 皆増 214億円（ 0 → 214億円）

県有施設整備基金繰入金 皆増 45億円（ 0 → 45億円）

(6) 県 債
・ ９７５億円で前年度（１，０３０億円）に比べ５５億円(５．３％)の減となった。

・ これは、退職手当債が増額となった一方で、事業量の減に伴う一般単独事業債、災害復旧

事業債の減、発行可能額の引き下げによる臨時財政対策債が減少したことなどによるもので

ある。

・ なお、県債が歳入に占める割合は１２．６％と、前年度に比べ０．４ポイント低下している。

【増の主なもの】

退職手当債 165.6％ 53億円（ 32 → 85億円）

【減の主なもの】

一般公共事業債 ▲ 3.1％ ▲ 9億円（ 302 → 293億円）

一般単独事業債 ▲16.5％ ▲ 52億円（ 315 → 263億円）

災害復旧事業債 ▲60.9％ ▲ 18億円（ 30 → 12億円）

臨時財政対策債 ▲ 9.5％ ▲ 23億円（ 235 → 212億円）

減税補てん債 皆減 ▲ 19億円（ 19 → 0億円）

３ 歳 出

歳出総額は、７，６６８億円で前年度（７，７９５億円）に比べ１２７億円（１．６％）の

減となった。（平成１３年度以降７年連続の減）

(1) 民 生 費
・ ７４９億円で前年度（７２５億円）に比べ２４億円（３．３％）の増となった。

・ これは、障害者自立支援法の本格施行（Ｈ18.10～）に伴う障害者自立支援給付費負担金の

増、児童保護法改正に伴う障害児施設給付費等負担金の増など主に社会保障関係経費の増に

によるものである。

【増の主なもの】

障害者自立支援給付費負担金 98.5％ 17億円（ 17 → 34億円）

障害児施設給付費等負担金 135.7％ 7億円（ 5 → 12億円）

児童手当県負担金 12.9％ 5億円（ 39 → 44億円）

県単福祉医療制度 8.1％ 5億円（ 66 → 71億円）

【減の主なもの】

障害者自立支援対策臨時特例基金積立金 皆減 ▲ 15億円（ 15 → 0億円）

(2) 衛 生 費
・ １６５億円で前年度（１７９億円）に比べ１４億円（７．５％）の減となった。

・ これは、18年度に実施した下呂市への用地売却事業の終了や医療総合情報システム開発費

の減などによる減が大きかったことによるものである。

【減の主なもの】

南飛騨総合健康アリーナ（仮称）売却用地購入費 皆減 ▲ 6億円（ 6 → 0億円）

医療総合情報システム開発費 ▲47.8％ ▲ 2億円（ 4 → 2億円）

病院事業会計繰出金 ▲ 4.2％ ▲ 2億円（ 48 → 46億円）
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(3) 農林水産業費
・ ４８８億円で前年度（５２９億円）に比べ４１億円（７．８％）の減となった。

・ これは、団体営農業集落排水事業ほか投資的経費の事業量の減などによるものである。

【減の主なもの】

団体営農業集落排水事業費 ▲50.1％ ▲ 11億円（ 23 → 12億円）

県営広域営農団地農道整備事業費 ▲49.4％ ▲ 7億円（ 14 → 7億円）

(4) 商工費
・ ５７７億円で前年度（６３８億円）に比べ６１億円（９．５％）の減となった。

・ これは、企業立地促進事業補助金が増加したものの、中小企業制度融資貸付金などによる

減が大きかったことによるものである。

【増の主なもの】

企業立地促進事業補助金 291.7％ 35億円（ 12 → 47億円）

【減の主なもの】

中小企業制度融資貸付金 ▲17.6％ ▲ 88億円（ 500 → 412億円）

(5) 土 木 費
・ ９３９億円で前年度（１，０２９億円）に比べ９０億円(８．７％)の減となった。

・ これは、投資的経費の事業量の減などによるものである。

【減の主なもの】

河川維持修繕費 ▲48.7％ ▲ 12億円（ 24 → 12億円）

緊急地方道路整備事業費 ▲17.3％ ▲ 20億円（ 113 → 93億円）

地方特定道路整備事業費 ▲20.7％ ▲ 9億円（ 45 → 36億円）

(6) 警 察 費
・ ４３３億円で前年度（４２８億円）に比べ５億円（１．３％）の増となった。

・ これは、主に退職手当の増加によるものである。

【増の主なもの】

退職手当（警察） 30.5％ 8億円（ 25 → 33億円）

【減の主なもの】

警察施設改修費 ▲72.8％ ▲ 1億円（ 2 → 1億円）

単独交通安全施設整備費 ▲ 4.7％ ▲ 1億円（ 11 → 10億円）

(7) 教 育 費
・ １，９１９億円で前年度（１，９２２億円）に比べ３億円（０．１％）の減となった。

・ これは、退職手当が増加したものの、学校建設費の減が大きかったことなどによるもので

ある。

【増の主なもの】

退職手当（教育） 15.8％ 21億円（ 139 → 160億円）

【減の主なもの】

学校建設費（単独） ▲47.2％ ▲ 16億円（ 34 → 18億円）

高等学校職員給与費 ▲ 1.7％ ▲ 6億円（ 355 → 349億円）
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(8) 災害復旧費
・ ５８億円で前年度（１０９億円）に比べ５１億円（４７．０％）の減となった。

・ これは、平成１９年度に大規模な災害が発生しなかったことによるものである。

【減の主なもの】

道路橋りょう災害復旧費 ▲65.4％ ▲ 28億円（ 43 → 15億円）

河川災害復旧費 ▲56.0％ ▲ 22億円（ 39 → 17億円）

(9) 公 債 費
・ １，２７３億円で前年度（１，１５９億円）に比べ１１４億円（９．９％）の増となった。

・ これは、過去に実施した公共投資のために発行した県債の償還金が増えていることによる

ものである。

＜参 考＞

○県債発行残高の状況

Ｈ１９年度末現在高 １兆２，９２７億円（県民１人当たり６１７千円）

（Ｈ１８年度末現在高 １兆２，７８０億円（県民１人当たり６０８千円）

○基金の状況（平成18年3月以降設置した基金を除く）

Ｈ１９年度末現在高 ７７４億円（県民１人当たり３７千円）

（Ｈ１８年度末現在高 １，００６億円（県民１人当たり４８千円））

○主な指標

経常収支比率 ９８．４％（Ｈ⑱ ９１．９％）

実質公債費比率 １６．１％（Ｈ⑱ １４．４％）


